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１ 期 日 令和元年７月 16日（火） 

２ 場 所 さいたま市役所 議会棟２階 第７委員会室 

３ 開 会 午後３時 25分 

４ 出席者 

⑴ 構成員 

職 名 氏 名   

市 長  清水 勇人   

教育委員会 教育長 細田 眞由美   

教育長職務代 

理者 

大谷 幸男   

委 員 石田 有世   

委 員 野上 武利   

委 員 武田 ちあき 欠席  

委 員 柳田 美幸   

⑵ 市長部局 

職 名 氏 名 

都市戦略本部 本部長   真々田 和男 

総合政策監   岡田 暁人 

都市経営戦略 

部 

副理事  西林 正文 

副参事  大竹 芳明 

スポーツ文化 

局 

スポーツ部 部 長  大沢 教男 

ｽﾎﾟｰﾂ振興課 課 長 石川 学 

選挙管理委員 

会事務局 

副理事   田辺 幸夫 

選挙課 参事［兼］課長 若林 一彦 

 ⑶ 教育委員会事務局 

職 名 氏 名 

教育委員会事 

務局 

副教育長   久保田 章 

管理部 部 長  高崎 修 

教育政策室 参事［兼］室長 野津 吉宏 

学校施設課 参事［兼］課長 土井 照男 

学校教育部 部 長  平沼 智 

指導１課 参事［兼］課長 三島 公夫 

高校教育課 参事［兼］課長 岡 靖久 

健康教育課 課 長 山本 高弘 

生涯学習部 部 長  竹居 秀子 

５ 議事の概要 別紙のとおり 

６  閉 会 午後５時 05分 



別 紙

2 

１ 開 会 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

定刻よりも少し早いですが、お揃いになりましたので、ただいまから令和元年度第１回さ

いたま市総合教育会議を開催いたします。 

私、都市戦略本部、総合政策監の岡田と申します。どうぞよろしくお願いたします。 

本会議の主宰は市長となりますが、形式的な進行については事務局が行うこととされて

おりますので、私の方で進行を務めさせていただきます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

はじめに、構成員の皆様の出席状況につきまして、本日、武田委員が御欠席でございます

こと、御報告申し上げます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

次に、会議の公開の取扱いにつきまして、本日の会議は非公開とする内容はないと考えら

れることから、会議を公開としたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」との声） 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

御異議ございませんとのことですので、本日の会議は公開とさせていただきます。 

２ 市長挨拶 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、会議の開会にあたりまして、清水市長から御挨拶申し上げます。 

○清水市長 

皆様、こんにちは。さいたま市長の清水勇人でございます。 

本日は大変お忙しい中、お集まりをいただきまして、誠にありがとうございます。 

昨年８月に亡くなられました、市立中学校の生徒に対しまして、心から御冥福をお祈りい

たします。今後、公正公平な調査が進められ、原因が明らかにされることを願っております。 

それでは、令和元年度第１回さいたま市総合教育会議の開催に当たりまして、一言、御挨

拶を申し上げたいと思います。 

本会議は、市長部局と教育委員会が相互の連携を図り、より一層民意を反映した教育行政

を推進していくため設置され、これまでに９回開催し、いずれの会議におきましても熱心な

意見交換をいただいてまいりました。 

本会議におきましては、市長部局と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育の課

題やあるべき姿を共有し、様々な協議・調整ができるよう進めてまいりたいと考えておりま

すので、御出席の皆様におかれましては、本日も忌憚のない御意見を賜りますようお願い申

し上げます。 

さて、本日の議事でございますが、３点の議題を予定しております。 

まず１点目は、「平成 30 年度第２回会議における意見・要望等に関する取組状況につい

て」といたしまして、３月に開催いたしました前回の会議でいただいた御意見等について、

振り返りを行いたいと思います。 

次に、２点目といたしまして、教育委員会事務局より、主権者教育の推進について議題を

いただいております。 

今年４月に行われました統一地方選挙におきましては、残念ながらこれまでで最も低い



3 

投票率ということになり、特に若者の低投票率に対しては、主権者教育の役割にますます期

待が高まっているところであります。今後、参議院議員通常選挙、埼玉県知事選挙も予定さ

れておりますが、多くの若者の投票の参加につながるような意見交換が皆様とできればと

考えております。 

最後に、３点目といたしまして、市長部局から、学校体育施設の活用について議題を提出

させていただきます。 

本市といたしましては、市民が身近な場所でスポーツに親しめる環境の整備に努めてお

りますところ、市内のスポーツ施設の多数を占めております学校体育施設の活用は非常に

有効となるものです。引き続き教育委員会の御協力をいただきながら、事業推進の工夫をし

ていきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

本日もまた熱心な意見交換ができればと考えておりますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございました。 

３ 議事⑴ 平成 30年度第２回会議における意見・要望等に関する取組状況について 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、本日の議事に入りたいと存じます。 

まず議事⑴、「平成 30年度第２回会議における意見・要望等に関する取組状況について」

でございます。 

３月に開催いたしました前回会議における、市長部局事業、教育委員会事務局事業等に対

する御意見、御要望等への取組状況について、資料１により御報告いたします。 

資料１を御覧ください。 

第２回会議におきましては、テーマは２つございました。 

まず、「１ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたオリ・パラ教育の

推進について」でございますが、ここでは、特に、子どもたちのボランティア活動について、

御意見、御要望等をいただきました。 

No.１、ボランティアマインドの育成については、子どもたちのボランティア活動の実施

に際し、ボランティアの趣旨や内容を整理して、取組を進めてまいります。 

No.２、No.３、「子ども向けボランティア体験プログラム」への参画については、市長部

局、教育委員会事務局で協力しながら、周知・啓発等を行ってまいります。 

No.４、子どもたちがボランティア活動で得た体験を、保護者や地域の方と共有し、子ど

もと大人とで学んでいくことなどについては、その仕組みについて検討していくとともに、

「子ども向けボランティア体験プログラム」では、子どもたちが大人の都市ボランティアと

同じ活動を協同で実施し、体験を共有していく仕掛けなど検討していきます。 

No.５、「子ども向けボランティア体験プログラム」と一校一国運動とのコラボレーション

については、プログラムに参加した子どもたちが対象となる国に関わることができるよう

配置することなど検討してまいります。 

次に、「２ 市立高等学校「特色ある学校づくり」計画の推進 浦和南高校の PLAN THE NEXT

スポーツを科学する生徒の育成について」でございます。 

No.１、浦和南高校での実証実験の取組については、今後も引き続き Sports-Tech & 

Business Lab と事業を進めてまいりたいと考えております。 

また、No.２については、スポーツシューレ事業では企業、大学等とのネットワークを強

化していく予定であり、企業や大学等、学術機関の紹介など行うことができます。 

No.３、浦和南高校の取組で得たノウハウ等については、女子サッカーの活性化の取組に

応用していくことなど検討を進めております。 
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No.４、浦和南高校の特色については、継続的に人工芝開放事業を実施し、学校の施設、

設備や取組について広く発信してまいります。 

No.５、スポーツと科学の取組については、実証実験の分析結果を踏まえ、学校として目

指す生徒像を、児童生徒や保護者に伝えていきます。 

No.６、学校体育施設のリニューアルに当たっては、市長部局と教育委員会事務局で協力

しながら、地域で活用することなどを視野に入れた検討を進めてまいります。 

No.６につきましては、この後、議事⑶として、さらに御意見をいただく予定となってお

ります。 

以上となります。ただいまの件について、御意見、御質問等はございますでしょうか。 

（意見、質問等なし） 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、御意見、御質問等ございませんようですので、議事を進めさせていただきたい

と思います。 

３ 議事⑵ 主権者教育の推進について【教育委員会事務局】 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

続きまして議事⑵、「主権者教育の推進について」でございます。 

教育委員会事務局、高校教育課から、説明をお願いします。 

○高校教育課参事 

それではよろしくお願いいたします。「主権者教育の推進について」、お手元の資料を基に

説明いたします。１枚おめくりください。 

教育委員会では、主権者教育の目的として、本市で学ぶ児童生徒に国家・社会の形成者と

しての自覚を促し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な知識や判断力、行動

力の習熟を進めることを掲げております。 

また、平成 30年に「さいたま市の主権者教育リーフレット」を作成し、市内の全ての教

員に配付いたしました。リーフレットには主権者教育推進の４つのポイントを示しており

ます。 

現在の中学３年生が 18歳成人制の第１期生となることを見据え、社会科の授業だけでな

く、生活科や総合的な学習の時間、特別活動などの教科とも関連を図るとともに、12 年間

の学びの連続性を生かした指導の充実に努めております。 

次のページを御覧ください。これまでの取組について、説明いたします。 

教育委員会では、平成 28年度から３年間、「主権者教育研究開発モデル校」を設置し、す

べての小・中学校の教員が参加し、発達段階を考慮しながら、主権者教育の授業の質的向上

を図ってまいりました。 

また、選挙管理委員会による選挙啓発のための出前講座や、架空の政党や候補者を対象に、

本物の投票箱や記載台を使用して投票する「模擬投票」を実施しております。 

高等学校においては、選挙管理委員会と連携し、平成 26 年度に、初めて「模擬選挙」を

実施いたしました。平成 27 年度からは、文部科学省配布の「私たちが拓く日本の未来」を

使用した、政治的教養を育む教育を実践しております。 

さらに、学習指導要領に基づく消費者教育を推進してまいりました。小学校の家庭科にお

いては、「買物の仕組みや消費者の役割」や「物や金銭の大切さと計画的な使い方」等の学

習を行っております。また、中学校技術・家庭科の家庭分野においては、「売買契約の仕組

み」等の学習を行っております。中学校社会科においても、公民的分野の授業で、消費者の

権利を守るための法律について学びます。これらの学習をさらに充実させるために、平成 29
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年度に、消費生活総合センターと連携し、消費生活出前講座を実施いたしました。 

高等学校では、平成 29年度に、消費生活総合センターと連携し、市立浦和高等学校の「家

庭基礎」の授業において、アクティブラーニング型の公開授業を実践いたしました。題材と

した内容は、悪質商法のケーススタディでございます。 

また、キャリア教育として、平成 16 年から小中学生を対象とした早期起業家教育事業の

取組が始まりました。 

高等学校では、学校ごとに進路講演会を実施するなどの「キャリア教育」を行っておりま

す。 

また、今年度は、将来、起業することを考えている志の高い生徒に対し、起業家による講

演を聴いたり、実際に起業するときに必要な手続きを学んだりする、「起業家精神育成講座」

を新規実施する予定でございます。こちらは、どのように進めていくか、企画の段階から経

済政策課、労働政策課と連携を図り、現在、準備を進めているところでございます。 

次のページを御覧ください。これまでも主権者教育の推進に努めてまいりましたが、４月

７日に実施された統一地方選挙における、本市の市議会議員選挙の投票状況は、18 歳は

37.08%の投票率であったのに対し、19 歳は 9.47 ポイントも減少し、20 歳代は世代別最低

となる 20.12%となっています。若年層の政治や選挙への関心の低さは、今後に関わる大変

深刻な事態と捉えているところでございます。 

現状に見る課題といたしましては２点ございます。 

一つ目は、学校教育と社会との間に大きな認識のギャップがあるということです。 

これまで教師や生徒が自由に意見を表明したり、政治的な内容について他者の意見に触

れたり、認め合う機会を十分に設けていませんでした。自由な意見を述べ合うという活動に、

政治的な議論だけを持ち込んではいけないという考え方は、時代の変化とともに改めなけ

ればなりません。 

二つ目は、そのような教育の結果、学びが一過性の知識で終わってしまうこととなり、若

者たちの政治への関心が薄れ、投票行動が継続されないという事実に繋がっているという

ことです。 

教育委員会といたしましては、このたびの統一地方選挙の結果を重く受け止め、今一層、

全校種において、取組の強化を図ってまいります。 

これらの課題解決に向けて、早急に二つの新規事業を企画し、取り組みました。 

まず一つ目の取組として、令和元年６月 10日に、高校生によるさいたま市議会の見学・

傍聴を実施いたしました。参加した生徒は傍聴席で真剣に耳を傾け、熱心にメモをとってい

ました。「私たち高校生にも身近なことも話しているのだと驚きました」という生徒の声も

あり、政治や選挙に対する関心が一層高まった様子が見受けられました。 

次に二つ目の取組として、令和元年６月 14日に、消費者教育・キャリア教育を含む金融

経済教育の発展・普及を目的に、一般社団法人全国銀行協会と協定を締結しました。 

今年度については浦和中学校と浦和高校を指定校とし、「金融教育」の研究・実践を行い

ます。次年度以降は、市内の中学校・高校の授業等でも金融経済教育を推進していきます。 

現状の課題に対し、模擬選挙・模擬投票を中心とした方策を三つ提案したいと思います。 

まず、方策の一つ目といたしまして、「夏の参院選・知事選に向けて」といたしまして、

中学校・高等学校において、７月の参議院議員選挙、８月の埼玉県知事選挙の前に模擬選挙

を実施します。 

これまでは高等学校で実施してきましたが、今年度は春野中学校でも実施することとい

たしました。 

模擬選挙は単に投票をすることだけでなく、その事前・事後学習を充実させることが、本

市の主権者教育における重点項目と考えます。 

事前学習では、「新聞を活用した教育活動」を取り入れながら、選挙公報や各政党のマニ

フェストに掲げられた政策の読み込みを行い、グループディスカッションを行うなどして

意見を深め合います。 
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事後学習では、開票結果を踏まえて再度ディスカッションを行い、これからの政治の変化

を考察していきます。 

このような活動の充実により、主権者教育の掲げる本来の目的に迫れるよう努めてまい

ります。 

続きまして、「発達段階に合わせた主権者教育」として、学びの連続性を生かし、全校種

で計画的に模擬投票を実施します。 

中学校では架空の人物や政策に対する模擬投票を 40 校の学校で実施しております。今後、

この実施率を、現在 70.17%ですが、100%に引き上げます。 

また、小学校における主権者教育の一つに、さいたま市租税教育推進協議会との連携によ

る出前授業がございます。今後、選挙管理委員会との連携も強化し、模擬投票の機会を増や

してまいります。租税教室で学んだ租税のはたらきや仕組みを踏まえ、増税や減税政策を掲

げる架空の候補者による模擬投票なども想定しています。 

各小・中・高等学校において、先に述べました模擬選挙の他、模擬投票、あるいは生徒会

選挙等を実施する際に、実際の投票箱や投票記載台などを借用し、選挙への興味・関心を高

める工夫を行います。このように、模擬投票を児童・生徒が経験することで、選挙や投票を

より身近なものにしてまいります。 

「【今後の方策③】」の「広報活動」といたしまして、市内全ての小学校・中学校を対象に

「家族 DE投票！」啓発チラシを配布します。平成 28 年度の総務省の調査によりますと、子

どもの頃に親の投票について行ったことのある人の投票率は、ない人の投票率と比較して、

実に 20 ポイント以上高いということがわかっております。さらに、平成 29 年度のさいた

ま市の調査によりますと、10 代、20 代の投票者の 64%が「家族と共に投票に行った」と回

答しております。 

このように、家庭との連携が将来の投票行動に密接に結び付いていることを踏まえ、今後

は家庭への啓発にも力を入れて取り組んでまいります。 

また、平成 29 年度の市民調査によりますと、投票者全体の 25%が期日前投票または不在

者投票をしたのに対し、18 歳から 29 歳の制度利用率はわずか５%にとどまっていることが

わかりました。 

高校では学期末の学年集会等を通じて、リーフレットを配付し、期日前投票制度の周知を

徹底し、より一層の意識の向上を図ってまいります。 

「早く大人になって選挙に行きたい」、「政治や政策についてきちんと判断できる大人に

なりたい」、本市で学んだ子どもたちが当たり前にそのように考えることができるように、

教育は今こそ、その使命を果たさなければなりません。 

さいたま市はその使命から逃げずに、子どもたちの未来をよりよいものにするため、今後

とも主権者教育を推進してまいります。 

三つの方策につきましては、選挙管理委員会と連携を図らせていただき、準備・実施の助

言、運営等につきまして、御協力をお願いしたいと思います。 

また、昨年度から計画し、準備を進めております「起業家精神育成講座」につきましては、

引き続き経済政策課、労働政策課と連携を図ってまいりたいと思います。 

私からの説明は、以上でございます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございました。ただいまの説明につきまして、細田教育長から補足などござい

ましたらお願いいたします。 

○細田教育長 

ありがとうございます。 

主権者教育につきましては、４月の統一地方選挙の結果を受けまして、大変危機感を感じ

たところでございます。 



7 

「今、教育委員会でできることは、すべて取り組んでいこう」という思いの中、ちょうど

さいたま市議会６月定例会のときに、急遽、高校生の市議会傍聴をさせていただきました。

これは私どもの予想をはるかに超えて、高校生に非常に強いインパクトがありまして、参加

した高校生たちが、自分たちの身近な議論をこの議場でしていただいているということに

ある種感動を覚えたという感想もありました。 

学校教育というものは、どうしても、一過性になってしまう、社会とつながっていくとい

うことに少し不得手という面があります。高校生の 18歳は盛り上がって投票に行くけれど

も、高校卒業後の 19 歳、それ以降についてはその教育が生かされていないのではないかと

いうことを目の当たりにいたしまして、学校教育を一過性に留めず社会とつなげていくと

いうことを、教育委員会、そしてすべての学校を挙げて考えていかなくてはいけないと実感

いたしました。 

そういった意味においても、本日は主権者教育について、市長部局の皆様と協力をしなが

ら具体的に何ができるか、忌憚のない御意見を頂戴したいと思っておりますので、よろしく

お願いします。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。それでは、本議題につきまして、御意見、御質問等はございます

でしょうか。

○清水市長 

教育委員会で大変熱心に主権者教育について取り組んでいただいているという印象を持

たせていただきました。 

さて、以前の総合教育会議でも申し上げたことがあると思いますが、主権者教育というも

のは、投票に行くということだけではないと私も思っております。 

社会の義務を果たしていくということ、その中で権利が生まれて、参政権であったり、教

育を受けさせる義務、受ける権利であったり、そういった権利を学んでいき、理解を深めて

いくということが一つで主権者教育であると考えております。 

あとは、やはり学びの部分においては、体験と、机の上での学びと、バランスよくやって

いただきたいということ。そして小学校、中学校、高等学校と発達段階に応じて分かりやす

く、理解しやすいといったものをプログラム化していく必要があると感じているところで

あります。 

例えば模擬市議会であったり、模擬国会であったり、模擬国連であったり、いろいろな主

体があって、議論が行われて、その中で新しいものが生まれたり、あるいは一定の議論がさ

れた中で物事が決定するということを学んでいくということは重要でありますし、それぞ

れ立場が違うと意見が違うということも子どもたちの中で理解をしてほしいと思います。 

模擬市議会では、全体の本会議だけをやるのではなくて、委員会に分かれて、保健福祉委

員会で議論するといえば、単に本で学ぶだけではなくて老人ホームへ行って体験をしてく

るとか、高齢者が集まっているところに行って話を聞いてくるとか、フィールドワークです

とか、そういった体験とセットでやってみる。 

やはり選挙に行くということだけでは、細田教育長もおっしゃったように、一時的な効果

で終わってしまうと思うのです。本当の意味でのシチズンシップ教育というものは、権利と

義務があって、それを学んでいくことであり、その一つが参政権であって、投票する権利も

あり、被選挙権もあるのであって、社会に参加するということ、そのあたりを選挙から総合

的に学んでほしいと思います。 

そのつながりの中で、子どもたちが自分と社会との関係性を理解することで投票率が上

がっていくのだと思います。これはすぐには効果が出ないことかもしれませんが、さいたま

市の特徴ある教育として、小学校、中学校、高等学校とそれぞれの発達段階に合わせてやっ

ていくというプログラムを是非やってほしいと思います。 
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模擬国連の例ですが、それぞれ価値観が違う国、立場が違う国があって、それぞれその国

のことを学んで、その国の人になりきって議論を進めていくというわけですね。ある国にと

っては正義であっても、ある国からすればそうではないということもある。いろんな価値観

があることを知ることにもなるし、最終的にはそれをまとめて合意をして、意思決定、議決

をしてもらわなければならない。その交渉であったり、プロセスを学ぶという意味ですばら

しいなと感じました。これは模擬国会でも模擬市議会でも応用ができると思います。 

少し勉強して少しやってということよりは、発達段階のステージに合わせて、高校生であ

れば社会にかかわっていくことの大切さ、あるいは社会と自分が繋がっているということ

をしっかり理解してもらうための教育、その中で課題を見つけてどう解決していったらよ

いのか、それには権利と義務がバランスよく理解されていないといけない。批判的な精神を

持つということも大切なことです。そういうバランスのよい主権者教育を是非行ってほし

いと思っておりますので、さいたま市の特徴のある教育の一つとして体系立てて進めてい

ただけたらいいのかなという感じを持ちました。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他御意見等ございましたらお願いいたします。 

○野上委員 

先ほど、高校生による市議会傍聴の話がございましたが、この話の中に本日のテーマであ

る主権者教育の肝と云うか、主権者教育推進のポイントがあると思います。 

 高校生は６月 10 日の市議会を傍聴したわけですがおそらく人生初の体験だったのではな

いでしょうか。その中で、自分たちが住む地域や、社会で起きている問題に真剣に向きあう

大人たちの姿を見て、おそらく多くの高校生の政治に対する見方・考えも変わったのではな

いでしょうか。 

 そこで思うのですが、我々大人が取り組むべきは、ただ選挙に行け・行けと云うのではな

く、若者と政治を隔てている距離を縮めることこそが大切だと思います。日ごろ教育や若者

の社会参加に強い関心を寄せられる清水市長は別として、我が市では政治家と若者、とりわ

け中・高校生との交流が活発に行われているでしょうか。 

 残念ながら、我が市にあっても全国同様交流は少なく、そうした状況から若者の投票率が

低迷しているのではないでしょうか。しかし、我が市では冒頭申し上げました通りナマの議

会を傍聴した高校生が多くのことを学んだようですので今後とも傍聴事業を教育委員会マ

ターの事業と云うことではなく、全庁挙げての事業として継続していくことが重要で、そし

て願わくば中学生にも拡大して展開していただきたいと思います。 

 そして、今ひとつ思うことがあります。教育界はこれまで政治的中立が重視されるあまり

政治的課題・問題に立ち入ることはなく、こうしたことから主権者教育をはじめとする「政

治的教養教育」が進捗しなかったように思います。 

そこで、ここさいたま市にあっては、議会人を含めた大人たちが「地域や社会の出来事に

関心を寄せ、それらに主体的に参加・対応する若者の育成」に努めることが一層重要になる

と申し上げ発言を終わります。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他ございますでしょうか。 

○大谷教育長職務代理者 

私の方からは、自戒を込めて、お話させていただきます。 

先般テレビで拝見したことですが、ある研究者のお話の中で、中高生の読解力の調査にお

いて、チームが想定した領域に達したのは半分に届かなかったということがあったそうで

す。これでは選挙公約やマニフェストを読み切れないのではないかといったその研究者の
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発言を聞いて私はギクッとしたことがあります。主語や述語、修飾語、被修飾語、指示代名

詞といった、読解力が不足しているという実態があるとして、果たして適切な選挙行動につ

ながることができるのか、私どもはしっかり心に留めて、あらためて国語教育など努力しな

ければいけないということが１点目であります。 

２点目は、先ほど野上委員からもございましたが、教育基本法において政治教育というも

のは御法度といいますか違反となるものですが、政治的教養、これは尊重しなければいけな

い。 

ところが我々教職に立つ者としては慎重になってしまうあまり政治的教養教育というも

のになかなかうまく踏み込めていけない。そのあたりまさに課題であると感じておりまし

て、研修や授業研究、あるいは先人の教訓に学ぶといったシステムを作っていかなければな

らないと思います。 

そうした中で、参政権という、先人の並々ならぬ努力、苦闘があって今の選挙制度ができ

ているわけですから、これはまさに公民的分野の教育ですけれども、しっかり教育を行って、

今後、大変な思いで今の選挙というものがあるのだという教育をしていかなければならな

いだろうと考えたところであります。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他ございますでしょうか。 

○石田委員 

市立高校三年生が市議会傍聴に行ったということですが、私も数年前に傍聴に行ったこ

とがありますけれども、本当にインパクトといいますか、これが議会なんだという実感があ

りました。市議会のインターネット中継もありますので、インターネット中継を教育の現場

で見させることもいいのではないかとも思っております。 

また、「家族 DE投票！」という取組についてですが、子どもは投票所に入れなかったと思

いますが、現在は入れるということですね、この点をちょっとお伺いしたいということと、

このチラシを生徒が家庭に持っていくことで、家族で話をしあう絶好の機会となるわけで、

生徒と保護者とじっくり話し合って、啓発活動につながっていければと思います。 

議会の傍聴ですが、是非、少し覗くだけでも違うと思いますので、有効に活用していただ

きたいと思います。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。 

投票所への子どもの入場の関係について、お答えお願いします。 

○選挙課参事 

御質問がありました、お子様が以前、投票所に入れなかったということですが、平成 28  

年度の 18 歳選挙権に関する法改正がございまして、改正後、今は 18 歳未満の選挙権のな

い方でも投票所に入れるようになっております。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他ございますでしょうか。 

○細田教育長 

以前、高校生議会という取組をやらせていただいたことがあります。その時には、市立高

校の４校からそれぞれ代表の生徒たちが出まして、今の議員定数である 60名に近い高校生

が参加しまして、本会議場で本会議から議長選までやらせていただきました。 

４校の代表が議長選で投票を行いまして、大宮北高校の生徒会長が議長になりました。そ
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して、本会議と委員会までやらせていただいて、リアルな市議会を高校生が体験することが

できました。 

私は当時、大宮北高校の校長を務めておりました。議長になりました生徒が、この体験が

終わった後に、「私は、今日の体験で政治というものがどんなに大切かということが分かり

ました。将来は政治というものに携わり、この国をよくしていきたいと思います」と語って

くれました。これは本当に大変貴重な体験で、人生観を大きく変えるような体験だったと思

います。できるのであれば、高校生議会や中学生議会を実施できればと思っています。市長

部局のお力をお借りできればうれしいです。 

それから先ほど清水市長からもお話がありました模擬国連のような取組ですが、ディベ

ートのようなかたちで、自分の意見をまとめて表現していく、そして様々な人間が様々な考

え方を持っていて、そのことを受け入れたり、反発もするだろうけれども、どこかでまとめ

ていく必要があるのだと、社会というものはそういうかたちで成り立っていくということ

を、系統立てた学びの中で、子どもたちに「学ばせて体験させていく」ということを、さい

たま市教育委員会としては、是非取り組んでいきたいというように思います。 

高校生議会、中学生議会、それから模擬国連のようなかたちで、机上の学びから実際に自

分たちで体験するという学びのシステムを発達段階に合わせて提供していきたいというこ

とが１点目です。 

もう一つ、これは野上委員と大谷委員もおっしゃっていたことなのですけれども、私も同

じ教育に携わる者として、戦後 75年間の日本の教育の中では、学校教育が政治を語ること

に対して、ものすごく臆病になっているという思いがあります。 

例えばドイツなどでは、教員たちが政治を語ります。そして、子どもたちは先生方もいろ

いろな意見があることを学びます。先生方も父も母も地域の大人たちにも、いろいろな意見

があることを学び、その中で自分がどう考えるかという学びを行っていきます。 

私たちは、あまりにも臆病になっていて、政治的教養教育を十分にやってこれてなかった

のではないでしょうか。学習の中で公民や政治経済といった教科はありますが、踏み込み過

ぎないことを鉄則として 70 数年間来ておりますので、そういった学校教育のつけが、若年

層に限らず投票率の低さにつながっているのだと思います。 

私は、さいたま市教育委員会として、教員たちにも政治的教養教育が必要であると、もち

ろん中立性を担保しながら、政治的教養教育を教員たちにも実施していきたいというよう

に考えております。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他御意見等ございますでしょうか。 

それでは最後に清水市長から、本議題について一言、お願いしたいと存じます。 

○清水市長 

 皆様、ありがとうございました。 

主権者教育について、政治的教養教育にうまく踏み込めていけてなかったのではないか

という御指摘や、いろいろな経験や体験をしながら学んでいく、そういった意味でも模擬会

議、高校生議会、中学生議会など含めてやっていきたいというお話などがありました。 

いずれにつきましても、教育委員会だけではできないような、サポートが必要なケースが

あるかと思います。これは市長部局の方に是非御相談をいただいて、その中で協力しながら

やっていければと思います。 

投票率の向上ということはものすごく大切なことであり、一つの目標ではありますけれ

ども、短期的に数字が上がったとしても、根底となる主権者教育を効果的にやっていかない

と長期的に投票率が上がっていくということにはならないと思います。 

教育委員会の中でも、発達段階に応じて理解できるように主権者教育に取り組んでいた

だき、支援をしていきたいと思います。 
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○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。それでは次の議事に移りたいと思います。 

３ 議事⑶ 学校体育施設の活用について【市長部局】 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

議事⑶、「学校体育施設の活用について」、市長部局、スポーツ振興課から、説明をお願い

します。 

○スポーツ振興課長 

議事⑶「学校体育施設の活用について」、御説明いたします。 

現在、スポーツ振興課では、スポーツ施設の利用状況や将来の人口動態などを踏まえ、本

市が目指すべきスポーツ施設の総量を算出した上で、将来的なスポーツ施設のあり方や配

置、有効活用について検討を行い、中長期的な整備計画を策定する作業を進めております。 

その中で、「市民が身近な場所でスポーツができる環境の整備」が課題の一つとなってお

ります。 

事業の目的と概要について御説明いたします。 

事業の目的は、「市民が身近な場所でスポーツに親しめる環境を確保すること」となりま

す。 

その目的を達成するため、事業の概要として、「国の調査で全国のスポーツ施設の約６割

を占める学校体育・スポーツ施設を有効活用する」、「老朽化などの施設の建替えなどの機会

を捉えて、多目的化・複合化等の再編整備とあわせて検討する」ことを挙げております。 

３ページ目を御覧ください。本市の市営体育館・武道館の現状について御説明いたします。 

本市には、市営の体育館７館、武道館１館がありますが、市民や競技団体などからは、「一

般利用の予約が出来ない」、「市民大会や競技団体主催大会の開催場所が確保できない」、「全

国大会や興行などを誘致できない」など、スポーツ施設が足りないといった声が多く寄せら

れております。 

また、競技場面積 1,000 ㎡を超える屋内スポーツ施設の設置数を政令指定都市で比較し

ますと、本市は 13位という状況になっております。 

次に学校体育施設の現状について御説明いたします。 

現在、本市には、小学校 104 校、中学校 58校、高等学校４校、中等教育学校１校があり

ます。 

国の調査では、我が国のスポーツ施設は約 19 万施設あり、先ほど御説明いたしましたと

おりこのうち６割が学校体育・スポーツ施設、３割が公共スポーツ施設となっております。

したがって、「市民が身近な場所でスポーツに親しめる環境の整備」には、スポーツ施設の

多くを占める学校体育施設の活用が有効であると考えております。 

これまでの取組について御説明いたします。 

これまで本市では、市立小・中学校の校庭・体育館・武道館を開放することで、市民のス

ポーツ及びレクリエーション活動の普及を推進するとともに、活動場所の確保を図ってま

いりました。 

平成 30 年度の状況としては、延べ約 171 万人の市民が利用しており、生涯スポーツの推

進と、地域に開かれた学校づくりの促進に大きな役割を果たしておりますが、一方で、利用

団体が多く、新規の利用希望する団体への開放時間を確保できないといった側面もござい

ます。 

次に今後の取組について御説明いたします。 

これまで、市民がスポーツに親しめる身近な場所として、学校体育施設の市民への開放を

推進してまいりましたが、それでもまだニーズに対応しきれていない状況となっておりま
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す。 

そこで、学校体育施設の建替えなどの機会を捉えて、市民が更に利用可能な体育館として

整備することや、老朽化し利用期間も限られる屋外プールを、通年で利用できる屋内プール

として複合化するなどによって、市民が学校体育施設を利用できる時間を拡大していくこ

とを検討しております。 

イメージ図にもございますとおり、まずは、「児童・生徒の安全確保」をした上で、「民間

事業者による管理運営」、「公民連携による施設整備」に向け、民間事業者のメリットとなる

ような「集客が見込める利用空間」や「利用料金制の導入」、「他の公共施設との複合化」な

どを、スポーツ施設整備計画策定において検討してまいります。 

最後に、７ページ目を御覧ください。課題として６点挙げさせていただいております。 

１点目として、「対象となる学校施設の選定」。 

２点目として、「公民連携手法の検討」。 

３点目として、「公共施設マネジメント計画との整合」。 

４点目として、「児童・生徒の安全確保」。 

５点目として、「市民への開放時間の拡大」。これは、従来の学校体育施設開放事業の開放

時間を更に拡大していくための検討になります。 

６点目として、「利用料金制の導入」。これは、無料で開放している従来の学校体育施設開

放事業との住み分けになります。 

議題３「学校体育施設の活用について」の説明は以上となります。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。ただいまの説明につきまして、清水市長から補足などございまし

たらお願いいたします。 

○清水市長 

現状としても、学校施設の開放について、校庭そして体育館の開放について、さいたま市

ではかなり積極的にやっていただいていると認識しております。 

市民にとって最も身近なスポーツができる場所というのは、やはり学校が中心でありま

して、高齢化が進むにつれてスポーツ施設の活用が増えていて、週一回スポーツをする人の

割合も高齢者の方が高いということなどもありますが、スポーツ施設の拡充はますます求

められているところであります。 

これからどうスポーツ施設を拡充していくか、活用していくかということの検討の中で、

学校体育施設をどう利活用していくかということが非常に重要な視点となります。 

例えば、校庭については照明を設置することで長時間使えるようになるのではないか、あ

るいは利用時間の区切りを変えることによってより多くの市民団体が使えるようになるの

ではないか。 

体育館、プールについては、老朽化がありますので、建替えということが一つ大きなテー

マとしてある中、学校体育施設として子どもたちが使うのはもちろん、もう少し利用範囲を

広げていくことによって施設の稼働率を上げたり、場合によれば民間の皆様のノウハウや

資金を有効に活用できるケースもあるのではないか。 

プールについて、例えば生徒が使う以外の時間帯は市民に開放するとか、あるいはいくつ

かの学校で供用で使うだとか、学校体育施設を様々に活用することを考えることによって、

よりスポーツがしやすい環境が作れるのではないかと思っているところでございます。 

こうしたことによって、有効に税金も活用できて、市民にとっても子どもたちにとっても

いい環境づくりができることが望ましいので、課題もありますが、その中で少しずつ、工夫

をしながら、拡大ができればと思っています。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 
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それでは、本議題につきまして、御意見、御質問等お願いいたします。 

○細田教育長 

今、教育委員会として考えていることをいくつかお話したいと思います。 

まず１点目は、すべての学校に１つずつプールがありますが、実際に教育活動で使う期間

は２カ月足らずでございます。にもかかわらず、メンテナンスと衛生を保つための維持管理

等で１年間で約１億円かかっております。これは建替えとかではなくて、老朽化したところ

のペンキを塗り直したりメンテナンスをする、薬品を使って衛生状態を保つという基本的

なことをするだけで、１億円がかかっております。年次進行でそれぞれの施設が古くなって

きまして、これ以上の長寿命化ができないということが待ったなしでやってくるところで

す。そのように考えますと、今、本市の 169 校のプールを今のまま維持していくというの

は、物理的に不可能になると思います。 

教育委員会としては具体的に今、やれることは何かと考えますと、ロケーションの近い学

校のうち、比較的新しいプールを共有して使う、そうすると２つのプールが１つになるとい

うことが行われる、それから、さいたま市のようにロケーションが良いところですと、北本

市のように民間の施設を借りていく、こうしたことも考え、具体的に絞り込みを検討してい

るというような状況でございます。 

それから市民開放という意味では、プールが老朽化していって建替えが必要な時に、市民

の皆様に使い勝手の良い場所を特定していただければと思っております。 

２点目は、コミュニティスクールという観点からも、学校や体育施設を筆頭に地域の皆様

が、「学校に行けば、こんな活動ができる」、「学校に行くと、こんなつながりができる」と

いうような役割をこれからもっと果たしていかなければならないというように考えますの

で、地域のスポーツ・文化の拠点というような観点から、コミュニティスクールと絡めた考

え方を進めているところでございます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございました。その他御意見等ございましたらお願いいたします。 

○大谷教育長職務代理者 

細田教育長と同じ趣旨となりますが、今、若者を中心に、自分では車を所有せずに、何か

あった際はカーシェアリングを利用している方が多いそうです。そのような時代ですので、

プールを全ての学校で持つという時代ではないだろうという感想を持っています。 

ではどうするのかというと、一つは民間とシェアすることだと思うのです。民間のスイミ

ングスクール、スポーツ関連施設は業績が良いのですよね。それだけニーズが高いというこ

とだと思います。 

最近、県立浦和高校関係者とお話する機会がありまして、県立浦和高校のプールは屋内プ

ールで、天井が開閉したり、サイドが開く温室プールみたいな施設で通年利用をしているそ

うで、聞くところによると、浦和第一女子高校や大宮東高校、伊奈学園など６校ほど来てい

るとのことです。部活動のレベルですが、そのように実際に共有して、通年利用していると

ころもあるそうです。こうした施設は予算の問題もありハードルが高いことは承知してお

りますが、費用対効果を見て検討の余地があるのではないかと思います。 

また、夜間に市民の皆様に開放するとなると、管理のあり方とか委託の問題があるかもし

れませんが、夜間営業を有料にするなど、そういうところまで発展できるのではないかと思

います。ちなみに私が通っているプールは、24 時まで営業しております。どこまで賃借契

約ができるかわかりませんが、北本市が先行して実施しているわけですから、そういったと

ころから学びながら、可能性は高いのではないかと私は思っております。 

費用対効果の問題がクリアできれば、市民の皆様への開放、あるいは施設に運動の器具を

置くなどの工夫もできるでしょうし、広く市民の皆様に御利用いただくとすれば、費用対効
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果も上がっていくというような思いがありまして、県立浦和高校につきましては、一度見学

する意義があるのかなと思いますので、よろしくお願いします。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございました。その他いかがでしょうか。 

○石田委員 

 「課題」として挙げられている「市民への開放時間の拡大」についてなのですが、先ほど

事務方に小中学校の体育施設開放状況の一覧を調べていただきましたところ、こちらを見

ますと、西区の指扇中学校では校庭を 19 時から 21 時まで開放しているそうです。それで

照明管理料として 800 円をいただいているそうです。中学校でも 19時以降、校庭を貸して

いるそうですから、是非こういった取組を広げていってほしいと思います。 

 体育館の方は、私の知人もバレーボールの練習をしたり、皆様利用して、ほとんどの小学

校で平日から土日から利用できるとのことですので、校庭の方も照明を付けていただいて、

更なる利活用ができればと思っております。 

○細田教育長 

体育館については平日も休日もフルで市民の皆様に活用いただいているところでござい

ますが、校庭については夜間照明がないので、この点ではまだまだニーズに応えていること

ができていない部分があります。 

○清水市長 

校庭の照明については、学校によって地域住民の御理解をいただく必要もありますが、学

校という施設は、身近で利用しやすい場所なのだろうと思いますので、夕方、大人がいて一

定の時間内に終わることが前提ですが、学校の安全が保たれるためにも照明が付けられる

というのが望ましいのかなとは思います。 

もう一つ、学校体育施設と直接関係があるものではありませんが、プールなどでは小学校

の教員だと水泳が得意な先生ばかりではないということも聞いております。例えば、民間に

運営をやっていただくとなるとすれば、その指導で泳ぎが得意になる子どもたちの割合が

より増える可能性もありますし、部活動にも貢献していくことにもなるかなと思います。 

 前回の議論のときにも、スポーツ指導の話が市長部局から出ましたけれど、これまでの教

育方法を否定するという意味では全くありませんが、時代の変化とともにスポーツに対す

る知見も増えてきておりますので、医学的なもの、メンタルヘルス的なもの、指導法のコー

チングというのも含めて、民間の活力を体育の授業や部活動で活用していく。さいたま市と

しては、施設と、そのような教育方法も含めて、より充実をさせていく。そして、プールに

ついて民間の方々にお願いしていただくとすれば、民間の知見も活用していただいて、でき

ることにもつながっていくのかなと考えますので、質の充実も図れるのかなと思っており

ます。 

市民にとっても、スポーツをする場所を求めているという現状があり、スポーツをされて

いる方が多いので、大きな体育館も検討してまいりますが、身近でできるということが重要

だと思いますので、市長部局とも連携をしていただいてやっていただけると良いのではと

思います。 

学校では、体育施設以外にも給食室の改修もしなければいけないので、民間での収益性が

見込まれるとすれば、給食室もセットで有効に活用した方が良いのではないかとも思いま

す。 

学校という存在が、地域にとっては信頼をし、大切に思っている施設であること、ある一

定の距離間に必ずあるものなので、体育施設に加え、給食室についても活用を考えることが

できれば、給食を食べていない午前中は地域の方々にお茶をしていただく場所になったり、
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地域の保健福祉で行っている会食サービスを学校で行うとか、あるいは夕方はスポーツチ

ームの皆様で使っていただくとか、そういった場になっても良いのではないかなと思いま

す。学校の安全性も保ちながら、地域に開放されて、地域とつながっていく重要な場所にな

っていけるのではないかと可能性を感じております。 

○細田教育長 

今、給食室の話を清水市長からいただきました。給食室の活用の可能性について、教育委

員会事務局でもどんな可能性があるのか調べておりますので、簡単に所管から報告させて

いただきます。 

○健康教育課長 

健康教育課でございます。ただいま、お話のありました給食室の活用の可能性につきまし

て、２点に分けて確認をしているところでございます。 

１点目は、給食室自体を学校給食に使っている以外の時間を民間の業者等に貸し出すこ

とはできないかという点でございます。これは文部科学省にも確認しましたが、全国的にそ

のような事例は把握してございませんが、新潟県の方で学校給食センターを民間の専用部

分も整備して、給食に使っていない時間を惣菜業者に貸し出すという事業を今年の９月か

ら開始する予定と聞いているところでございます。 

ただ、こちらについては、補助金等の返還について明確な見解が文科省の方から出ていな

いので、今、文科省の方に確認しているところでございまして、そういったところが課題に

なってくるのではないかと考えております。 

また、２点目といたしまして、学校給食を地域の方々に提供するという点では、特に小学

校で昨年から全校で実施することを目標としており、今年度は年２回、来年度は年３回とい

うことで、地域の方を招いて、様々なかたちで給食を試食いただく場を拡大しているところ

でございます。 

さらに、高齢者の方向けの福祉等の目的のもとの給食提供ということも、市長部局との連

携も必要になると思いますが、学校によってスペース等の確認をしたうえで、是非検討して

まいりたいと考えているところでございます。 

以上でございます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。関連も含めて、いかがでしょうか。 

○石田委員 

泰平小学校では、学校とデイサービスと併設されていて、学校訪問もしましたが、扉ひと

つで仕切られていました。小学生とお年寄りが行き来して非常に良い関係を築いているそ

うです。このようなところを活用してモデル校として、是非、給食室の件についても、活用

できないかなと考えております。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。その他ございますでしょうか。 

○野上委員 

 さいたま市に当てはまるかどうか分かりませんが、教育施設と企業所有の施設の相互利

活用と云う観点からご紹介したいケースがあります。私が経団連のある委員会に所属して

いた折「構造改革特別区域制度」が施行され、本日のテーマでもある教育施設の高度利用が

叫ばれていた当時、経団連のリーダー的存在であったトヨタ自動車と日立製作所が、両社の

企業城下町である愛知と茨城で教育界とコラボ事業を展開したのであります。その一つが
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学校の体育施設と両社所有の体育施設の相互利用でした。具体的には両社は昼間の時間帯

を学校に、一方学校は土曜、日曜そして平日の夜間の時間帯を両社に貸し出すと云うもので

した。 

 特区制度が施行されたとき、そして地域住民の多くが関係する企業城下町だからこそこ

うした事業が可能だったのかもしれませんが、我が市にもカルソニックカンセイなど大企

業があり、そうしたコラボ事業が可能か研究してみることも良いのではと思っています。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

 ありがとうございます。その他ございますでしょうか。 

それでは、最後に清水市長から、本議題について一言、お願いしたいと存じます。 

○清水市長 

本議題については、前回もスポーツシューレという議題でスポーツについて議論をさせ

ていただきましたが、今回はスポーツ施設ということで議論をさせていただきました。 

これから学校関係の施設でも、リニューアルの問題等もあるかと思いますので、市長部局

と連携をしていただきながら、市民利用という視点も取り入れると、お互いに良い関係がで

きるのではないかというように思いますので、是非、よろしくお願いをしたいと思います。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございました。 

４ その他 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

次に、次第「４ その他」になります。 

１点、市長より、教育委員会にお願いをさせていただきたいと思います。 

○清水市長 

冒頭の御挨拶でも申し上げましたとおり、市立中学校の一年生が自死をされたという、非

常に悲しい出来事がございました。私たち市長部局としても、大変重く受け止めているとこ

ろでございます。 

調査専門員による調査会が設置され、原因究明、再発防止に向けて調査を進めていくと伺

っております。是非とも十分な調査、公正公平な調査をお願いしたいと思います。 

また、御家族をはじめ御関係者の方がいらっしゃいます。最愛の御子息を失ったという御

家族の気持ちにしっかりと寄り添っていただきながら、御関係者の皆様のフォローアップ

も十分にしていただき、この出来事に対する対応をしていただきたいと思っております。 

あわせて、私たち市長部局としても、皆様と連携してしっかりと対応していきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○細田教育長 

私どもも、市立中学校の男子生徒が亡くなられたこと、大変残念に思っております。 

過日７月４日でございますが、第１回目の調査専門員によります調査会が開催されまし

た。教育委員会といたしましては、調査専門員の皆様のお力をお借りいたしまして、なぜ彼

が自ら命を絶たなければならなくなってしまったのか、その原因の究明と、同時に、二度と

こういうことがあってはならない、再発防止に向けて適切に対応できるように、その一心で

ございます。 

また、残された御家族、それから御関係の皆様の気持ちに寄り添いながら調査を進めてい

くということが第一義でございます。私自身、今回のことにつきましては、どこかに共感力



17 

に欠けたところがあったのかというふうに思っているところでございますので、何として

も気持ちに寄り添っていけるような、そういう対応をしてまいりたいと思っております。 

あわせまして、さいたま市教育委員会の信頼の回復のために、事務局職員そして 169 校の

全教職員が一丸となって取り組んでまいりたいということをここで申し上げまして、皆様

の御協力も仰ぎたいと思っております。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

ありがとうございます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、事務局からは連絡事項を御連絡させていただきます。 

本会議の議事録につきましては、後日、さいたま市ホームページに掲載する予定となって

おります。 

議事録案を作成し、構成員の皆様に御確認をお願いすることになりなすので、その際には

御対応をお願いいたします。 

その他、本日の議論全体も含め、皆様から何かございますでしょうか。 

６ 閉 会 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、会議の主宰者であります清水市長から、本日の会議の総括をお願いいたします。 

○清水市長 

皆様、ありがとうございました。 

本日は、主権者教育の推進、学校体育施設の活用について議論をさせていただきましたが、

大変有意義な議論ができたと感じております。 

市長部局と教育委員会とが連携を進めていくことで、さまざまな課題を解決することが

できると思っております。 

いろいろ知恵を出しながら、いろいろ協力をしながら取り組んでいくことが大きな前進

につながってきますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

ここでの議論を市長部局、教育委員会事務局とで受け止めていただいて、具体化していく

ことで、取組を進めていただけますよう要望させていただき、本日の会議の総括とさせてい

ただきます。 

○事務局（都市戦略本部総合政策監） 

それでは、以上をもちまして、令和元年度第１回さいたま市総合教育会議を終了させてい

ただきます。 

皆様、本日はありがとうございました。 

（了） 


